
令和４年４月１日現在

しずおか焼津信用金庫

［長期固定金利型住宅ローン「フラット３５」（住宅金融支援機構買取型）］

項　　　目 内　　　　　　　　　容

１．商品名
長期固定金利型住宅ローン「フラット３５」（住宅金融支援機構買取型）
　*住宅金融支援機構による買取方式です。

２．資金使途

申込みご本人またはそのご親族がお住まいになる新築住宅の建設・購入資金または
中古住宅の購入資金（*セカンドハウス購入も可）
①賃貸住宅・投資用物件には利用不可。
②住宅金融支援機構の財形住宅融資との併用不可。
③セカンドハウス取得の為の【フラット３５】の二重借入れ不可。
④原則として住宅ローン控除は利用不可。ただし、ご親族がお住まいになる場合で
　融資物件に居住する方が連帯債務者の場合等、一定条件で住宅ローン控除を利用
　出来る場合あり。（詳しくは最寄りの税務署にご確認ください。）

３．融資対象となる
　　住宅

①原則として一般の道路に２ｍ以上接すること。
②住宅金融支援機構が定めた技術基準に適合する住宅であること。
③住宅の床面積*1が以下の住宅であること。
　 一戸建て住宅、連続建て住宅、重ね建て住宅の場合*2　　　70㎡以上
　 共同建ての住宅（マンション等）の場合　　　　　　      30㎡以上
　*1店舗付き住宅等の併用住宅の場合は、住宅部分の床面積が非住宅部分(店舗、
　　事務所等)の床面積以上であることが必要です。
　*2連続建て住宅：共同建て(2戸以上の住宅で廊下、階段、広間等を共有する建
　　て方)以外の建て方で、2戸以上の住宅を横に連結する建て方のこと。
④敷地面積の要件はありません。

４．借入資格

次の条件を満たした方
① 当金庫の営業地区内に住所又は勤務先を有する方
② 申込時の年齢が70歳未満の方(親子リレー返済を利用される場合は、70歳以上の
　 方もお申込いただけます。)
③ 安定した収入がある方
④ 日本国籍の方、永住許可を受けている方または特別永住者の方
⑤ すべてのお借入れ*に関して、年収に占める年間合計返済額の割合（＝総返済負担
　 率)が次の基準を満たしている方
　　　年　収 　　　　総返済負担率
　　400万円未満　　　  30％以下
　　400万円以上 　　 　35％以下
　*すべてのお借入れとは、フラット３５のほか、フラット３５以外の住宅ローン、
　 自動車ローン、教育ローン、カードローン（クレジットカードによるキャッシン
　 グ・商品の分割払いやリボ払いによる購入を含みます。）等をいいます（収入合
   算者の分を含みます。）。
⑥ お借入れの対象となる住宅またはその敷地を共有する場合は、お申込みご本人が
　 共有部分を持つ等の要件があります。

５．融資期間

15年（申込みご本人または連帯債務者が満60歳以上の場合は10年）以上で、かつ、
次の①または②のいずれか短い年数（1年単位）が上限となります。
① 「80歳」－「申込時の年齢*1*2（1年未満切上げ）」
　*1年収の50％を超えて合算した収入合算者がいる場合には、申込みご本人と
    収入合算者のうち、高い方の年齢を基準とします。
  *2親子リレー返済をご利用の場合は、収入合算者となるか否かにかかわらず、
    後継者の年齢を基準とします。
② 35年
　注意事項
　1.①または②のいずれか短い年数が15年（申込みご本人または連帯債務者が満
　　60歳以上の場合は10年）より短くなる場合は借入対象となりません。
　2.20年以下の借入れ期間を選択した場合は、原則として、返済途中で借入期間
　　21年以上に変更できません。

６．融資金額

100万円以上8,000万円以下（1万円単位）で、建設費または購入価額（非住宅部分を
除く*）以内
①店舗、事務所等の非住宅部分は借入対象外となります。
②土地取得費に対する融資を希望する場合は、その費用も含まれます。



７．金利種類

全期間固定金利です。
①ご融資期間（20年以下・21年以上）、融資率（9割以下・9割超）、新団信の団信種
　別に応じてお借入金利が異なります。
②【フラット35】には、一定期間金利を引き下げる制度として、（Ｓ、リノベ、地域
　連携型（子育て支援）、地域連携型（地域活性化）、地方移住支援型、維持保全型）
　があります。
③お客さまが中古住宅を購入して性能向上リフォームを行うもの、または住宅業者に
　より性能向上リフォームが行われた中古住宅を購入するもの。
④融資率は次の式により算出します。

⑤新団信（一般）の金利をベースに各団信種別毎にお借入金利に対し、以下のとおり
　加算又は減算します。
　　新団信（夫婦連生）の場合　　　　新団信（一般）＋０．１８％
　　新団信（３大疾病付）の場合　　　新団信（一般）＋０．２４％
　　新団信（不加入）の場合　　　　　新団信（一般）▲０．２０％
　　旧団信の場合　　　　　　　　　　新団信（一般）▲０．２８％
⑥お借入金利は、お申込の受付時ではなく、資金のお受取時の金利となります。
　なお、資金のお受取日は当金庫が定める日となります。
　

８．返済方法

元利均等毎月返済［毎月決まった金額（元金＋利息）を、ご指定の預金口座から引落
とさせていただきます。］または、元金均等毎月返済（毎月決まった元金に利息を加
えた金額を、ご指定の預金口座から引落とさせていただきます。）
　 *6ヵ月ごとのボーナスによる増額返済もあります。この場合、ボーナス返済分の
    元金は融資金の40％以内（1万円単位）となります。

９．担保
ご融資対象となる住宅及びその敷地に、住宅金融支援機構を抵当権とする第1順位の
抵当権を設定していただきます。

１０．保証人 必要ありません。

１１．団体信用
　　　生命保険

団体信用生命保険特約料は、ご融資金利に含まれます。保険の種類は、「新団信
（一般）」「新３大疾病付団信」「新団信（デュエット（または夫婦連生））」
になります。（平成２９年１０月１日以降の申込受付分より）

　
　

■新団信制度
①次のように団信の加入要件を満たさなくなった場合でも金利は変更できません。
　・被保険者が満８０歳到達により加入要件を満たさなくなった場合
　・新３大疾病付団信の被保険者が満７５歳に到達し、以降新団信の被保険者と
　　なる場合
　・債務者が告知義務違反で加入要件を満たさなくなった場合
　・債務承継者が、告知審査の結果、団信加入出来ない場合
②債務承継者は、金消契約書に記載された従前の債務者の団信種別まで加入できま
　すが、従前の債務者が不加入の場合は加入できません。

①新団信　　　　　：告知日現在、満１５歳以上満７０歳未満

②新３大疾病付団信：告知日現在、満１５歳以上満５１歳未満

②新３大疾病付団信：３大疾病保障・介護保障は満７５歳の誕生日の

注2：介護保険制度に定める要介護２以上に該当したとき。

支払事由

注1：身体障害者福祉法に定める１級又は２級の障害に該当したとき。

新団信の保障内容

　　　　　　　　　　状態、要介認定等（注2）

加入年齢

①新団信　　　　　：最長で満８０歳の誕生日の属する月の末日まで保障期間

　　　　　　　　　　保障となります。

①新団信　　　　　：夫婦連生可能デュエット

脱退事由

の追加

金消契約の全額返済義務に関する条項に抵触し、期限の利益を

失ったとき。

②新３大疾病付団信：夫婦連生不可

①新団信　　　　　：告知日現在、満１５歳以上満７０歳未満

②新３大疾病付団信：告知日現在、満１５歳以上満５１歳未満

②新３大疾病付団信：３大疾病保障・介護保障は満７５歳の誕生日の

注2：介護保険制度に定める要介護２以上に該当したとき。

支払事由

注1：身体障害者福祉法に定める１級又は２級の障害に該当したとき。

新団信の保障内容

②新３大疾病付団信：死亡、身体障害（注1）、３大疾病罹患

　　　　　　　　　　状態、要介認定等（注2）

①新団信　　　　　　　：死亡又は身体障害（注1）

加入年齢

①新団信　　　　　：最長で満８０歳の誕生日の属する月の末日まで

　　　　　　　　　　属する月の末日まで。以後は①新団信と同じ

保障期間

　　　　　　　　　　保障となります。

①新団信　　　　　：夫婦連生可能デュエット

脱退事由
の追加

金消契約の全額返済義務に関する条項に抵触し、期限の利益を

失ったとき。

②新３大疾病付団信：夫婦連生不可

　　　　

融資率＝　
【フラット35】の借入額

住宅の建設費または購入価額

　（土地取得費がある場合はその費用を含む。）



■従前の団信制度
①フラット３５の平成２９年９月３０日以前の申込案件及び機構直接融資（災害復
　興住宅融資等）は従来どおり特約料年払方式の団信となります。
②健康上の理由等のため、新団信に加入できないお客様のセーフティネットの役割
　があることから、団信なしのフラット３５も継続します。

特約料年払方式（上記①のケース）

　*1「デュエット」とは、連帯債務者であるご夫婦二人で加入できる制度です。
　　「デュエット」なら、ひとり分の約1.56倍の特約料で、連帯債務のご夫婦二人
　　分の保障を受けることができます。ご夫婦いずれかに万一のことがあっても、
　　住宅の持分や返済割合にかかわらず残りの住宅ローンが保険により全額返済さ
　　れます。
　*2「がん」と診断確定したとき（ただし保障開始日から90日経過後に診断確定し
　　たときに限る）
　　「急性心筋梗塞」を発病し、手術を受けたとき
　　「脳卒中」を発病し、手術を受けたとき
　上記はあくまでも特徴的なものを記した一例です。詳しくは「機構団信特約
　制度のご案内」をご覧ください。

１２．火災保険

① ご返済を終了するまでの間、借入対象となる住宅については、火災保険（損害
   保険会社の火災保険又は法律の規定による火災共済）に加入していただきます。
② 建物の火災による損害を補償対象としていただきます。
③ 保険金額は、借入額以上*1としていただきます。
④ 敷地に抵当権を設定しない場合は、その火災保険請求権に、住宅金融支援機構を
　 質権者とする第1順位の質権を設定*2していただきます。
　*1借入額が損害保険会社の定める評価基準により算出した金額（評価額）を超え
    る場合は評価額とします。
　*2火災保険金請求権に質権を設定した場合の保険金は、建物の所有者ではなく、
　　住宅金融支援機構に対して保険会社から優先的に支払われることになります。

１３．保証料 必要ありません。

１４．手数料等
融資手数料は、次のいずれかをお支払いただきます。
① Ａタイプ　　55,000円（消費税を含みます）
② Ｂタイプ　　ご融資金額×2.20％（消費税を含みます）

１５．繰上返済手数料

必要ありません。
　*一部繰上返済の場合、繰上返済日は毎月のご返済日となり、ご返済できる金額は
   お客様向けインターネットサービス「住・Ｍｙ　Ｎｏｔｅ」（す・まいのーと）
　 の場合は10万円以上、窓口の場合は100万円以上とさせていただきます。

１６．その他参考事項

① 物件検査の手数料がかかる場合があります。手数料は検査機関または適合証明
　 技術者（中古住宅のみ）によって異なります。詳しくは窓口にお問合せ下さい。
② ご返済額をお知りになりたい方は、窓口にお申し出ください。
③ 金利をお知りになりたい方は、窓口にお申し出ください。
④ 諸条件により、お申し出に添えない場合がございますので、あらかじめご承知
　 おきください。

１７．苦情処理措置・
　　　紛争解決措置

・苦情処理措置　本商品の苦情等は、当金庫営業日に、営業店またはリスク統括部
　　　　　　　　（9時～17時、電話：0120－001-772）にお申し出ください。
・紛争解決措置　所定の弁護士会が設置運営するの仲裁センター等で紛争の解決を
　　　　　　　　図ることも可能ですので、利用を希望されるお客さまは、営業店
　　　　　　　　に配備されている「当金庫における苦情処理措置・紛争解決処理
　　　　　　　　等の概要」に記載された受付期間にお申し出下さい。
・なお、所定の各弁護士会に直接申し立てていただくことも可能です。

借入金額1,000万円、元利均等返済、借入金利年1.5％の場合 （単位：円）

1年目 5年目 10年目 15年目 20年目 25年目 30年目 35年目 総支払額

機構団信 35,800 32,700 28,400 23,700 18,600 13,100 7,100 700 694,300

デュエット*1 55,700 50,900 44,100 36,800 28,900 20,300 11,100 1,100 1,079,900

3大疾病*2 54,700 50,000 43,400 36,100 28,400 20,000 10,900 1,100 1,060,800


